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I 也教規則の扶助基準
生活保護の歴史的展開のなかで，業朴ながらもはじめて生活扶助額の算出基礎を明らかにしたのは
昭和6年9月の救護法施行令にもとづくものであるが，それまではもっぱら保挫の対象を厳格に規定
し， 保護貨の総額を限定するという方法によって運営されていた。すなわち，明治7年12月に制定さ
れた「個数規則i)Jは，さきにのベた「救護法」の制定まで，明治，大正を生きつづけたほとんど唯
一の生活保護制度であったが，乙の法律の規定すると乙ろによれば，扶助は「隣保相扶Jを原則とし
てそれによる ζ とのできω場合に限り. f極貧にして，廃疾，重病，老衰にかかり産業を営む能はざ
る独身者，あるいは家族が70才以上15才以下で重病，老衰，廃疾にかかっている ζとJを条件として
flカ年米1石8斗」の削合でとれを下米相場に換算し，給与する乙とになっていた。もっとも.13 
才以下の極貧の孤児またはζれに準ずる者は、 flカ年，米1斗(2)Jの割合で，また産業を営む能は
ざる独身の腐疾者には.1日当り男は米3合，女は米2合の剖合で給与される乙とになっていた【めか
ら， 扶助l乙成年，男女別の格差がもうけられていたが，それは極めて3絵本卜なものであって，とうてい
保護基司自の名に価するものではなかった。たしかにえとれまでの実物給付のかわりに，金銭給付をも
ってした乙とは. f画期的」であったかもしれないが，実質的内容は大宝待令の戸令'4)とおどろくべ
き程κている。また「組救規則Jによる扶助が世待単位でなく主として個人について実施され，扶助
基準もまた個人のそれであった乙とに注意しておかねばならない。
それでは， ζのような「組救規則」における扶助基準の制定がもたらしていると ζろの数済効果と
でもいうべきものは，一体どのようなものであったであろうか。明治初年の古い統計資料が手もとに
ないので，明治25年以降の分についてみると，救助人員においては，明治25年以来年々減少の一途を
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たどっており，大正元年には激減して当初の約7分のlにまでなってしまっている。乙れは明治30年
lζ出された「他数規則適用に関する通牒・5.J 1:よって， i仙教規則の適用jが，どくわづかゆるめら
れたと乙ろ， ζれまで14万円台であった救助金額が20万円台に急増し，若干の推移はあるものの以後
第1!褒 値救規則による救助率と救助金額の推移
l救ば)1腕(議)1救助rい当救描
明治24 5.56 6.39 
25 5.67 6.87 
26 5.49 6.69 
27 5.23 8.12 
28 4.94 8.56 
29 4.58 9.11 
30 4.50 10.78 
31 5.01 12. 73 
32 4. 79 11.10 
33 43 ，O3 11. 96 
34 .85 12.28 
35 3.69 12.54 
36 3.84 14.09 
37 3.91 13.24 
38 3.66 13.54 
39 3.49 15.10 
40 3.29 16.47 
41 2.85 19.03 
42 1. 81 11.92 
43 0.78 11.29 
44 0.65 15.29 
大正1 0.59 20.32 
2 1.92 19.30 
3 2.53 18.57 
4 2.15 18.48 
5 1.97 18.72 
6 1.94 21. 94 
7 2.09 30.∞ 
8 .2.13 42.51 
9 2.09 56.17 
10 つ つ
11 773 2.04 
45臼ω2438曲93671 ，.，i 76田348岨曲146 5 7 7 
56.伺
12 日5 1. 97 57.14 
13 779 1.99 民 57
14 057 2.01 47.01 
15 707 2.侃 47.57 
昭和2 090 2.46 民 27
3 “3 2.81 ，ωo 43.80 4 227 3.22 644.211 4.卯
5 720 4.15 727， (J84 42.20 
6 5.16 624，228 34.35 
(備考) 1. 救助人員は，也教規則による延救済人員， 1人当
り救助貨は救助実人員を推定して算出したもので
ある。
2. ~17"'-51回 「日本帝国統計年鑑J による。
ζの20万円台を上下して一向に減少し
なかったので，明治41年政府は地方局
長通牒めを出し，経費の節減を指示し
たと ζろ，ζれが直ちに教助人員なら
びに数助費lζ反映したためである。
ζのような政策的な配慮によって救助
水準に甚だしい変動がもたらされる反
面，災害と救助水準との関係をみて
も，たとえば明治24年に濃尾大地震，
明治29年iζ三陸海噺，明治38年に東北
大凶作，明治43年l乙各地水害，大正7
年に米騒動などがお乙っているが，乙
れらの災害と救助水準との聞には全く
何らの関係もみられず，また景気の変
動にたいしても不感症的で， かえって
明治末期から大正初期のいわゆる「生
活難」の問題が世間をさわがせていた
時期IL，さきにのペた地方局長通牒の
効果があらわれて， 救助水準が大巾に
後退しているのをみるのは皮肉なもの
である。
「倒教規則」が 「救護法JIL姿をか
えるまでの全体をとおしての傾向をた
どるならば， i教護法J制度直前にお
ける増加傾向を外にして，明治25年以
来救助水準は災害や景気変動の有無iと
かかわらず，着実な漸減の傾向をあらわしているのをみる ζ とができる。つまり乙れらの事実と「組
救規則」の救助基準とを関連させて考えるならば， i仙救規則Jの数助基準は全く救済者の怒意的判
断によって運営されていた乙とがわかる。そしてζの窓意的な判断とは，主として財政的配慮による
ものであったのである。
E 救護法の扶助基準
昭和7年l乙改訂実施された「救護法」 は，長い遼巡と織烈な運動のすえにやっと実現をみたのであ
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るが，それだけに扶助基犠にたいする考え方も rftn救規則」の場合よりもずっと前進しなければなら
なかった。「救護法経行令Jの規定によると，扶助基準は居宅救護の場合. 1人1825銭以内. 1世
宇野1日1円以内において規定されていた。そして各地方長官が乙れを定める乙とになっていた。した
がって各地方長官は乙の範囲内において夫々の府県の実情に応じた救助額の「限度Jを定める必要が
あり，生活費の地域差を考慮して.(J) r都市及びζれと事情を同じくする近接町村」と(2)fその他の
1町村」とにわけ.IJ省はさきの限度額内において，後者は1人 1A20銭以内.1111:川ln80銭以内と
いう撚準をしめして，ζれによらせる ζととしていた。
とれからみると，品低生活という考え方が一応存在し，救誕自の限度額についてもそれが基準とな
っていたと思えるふしがあるが，最低生活の内容はいまだ明らかにされてはいなかった。それゆえに
被救護者の認定は. nけ貧困のため生活する乙と能わざる者なる ζと. (2崩・働能力なさかまたは労働
をなすに付著しき故障ある者なる ζ と.(3)精神上もしくは身体上の障碍， または幼者，老衰，出産な
どの事自に因り労務を行なうに故障ある者なるととJという標準にしたがっておとなわれる乙とにな
っており，とくに生活扶助基権との関速において問題となる第一項については. r日1fi・の衣食住iζ閲
し一般社会生活上必須と認めらるる資料を得る乙と能わざる状態Jといった「社会通念JIζたよるほ
かはなく， 扶助落マとしての最低生活費の問題は，いまだ廻上にのせられるに至らなかったのであ
るσ〉。
とζろが，昭和6年9月lζ「救護法施行令」第21条の焼定にしたがいI 6大都市所在の府県より，
「赦護法の実施に当りでは須く数謹の適正を規し，ヰ与も生活lζ必要なる限度を越ゆる乙と能はざるは
抑論のζとなるも，当府の如き物価指数の高位.を保てる地iζ在りでは.1ia行令第13条の生計扶助額を
以てしては如何に節約を加ふるも到底生計を支ふる乙と能はず候に付，れに対する支給限度」を若干
引上げ. r 6大都市及び乙れとと事怖を同じくする近接町村1人1日30銭以内. 1世俗1日1円20銭
以内J1ζ増額する東諸占を提出し， ζれに第2表1(.しめしたような「生活扶助額の算出基礎」をそ
えている問。
第2表 救護法による生活扶助基当高額の算定基礎(昭和6年)
家計費目 市$郡$. 儲 ~ 
J長 代 5.6 
560511  1aa釘5勾 (1kg15銭〉
副食貸 7.0 6. 漬物3銭，野菜乾魚頬3主主，調味料1tt
重存炭質 4.0 13. 焚1依1.J料1円12銭0銭Sの医炭3カ月Iζ2彼2銭6図
m;鐙n 1.5 
敏P.fI維質 5.0 4.0 
家 貸 7.0 7.0 I 安貨を要せざる場合は家賃相当額控を除す
メ日、 脅十 30.1 25.1 
ζれは明かに各生計賀自の読み
重ねによって，一定の忘;味をも
った生計fiの総額，乙乙では生
活扶助の6大都市における限度
額を見出そうとする意図がみら
れるが， 各生計l~自の算出方法
はきわめて幼稚でかつ甚だ機滅
的である。票日.r::1ζはζれ以上
の説明が加えられていないので
さらに〈わしく考え方をさぐる
ζ とはできないが， ζζlζ示されている数字からもわかるように，あらかじめ一定の扶助法準を想定
し，乙れを実際に適用するにあたっての地滋差を考・慮lζいれたのが， 乙のEZ;白'o!ilζあらわされた市部
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と郡部の数字であり，乙れらの数字を何ら摩擦なしにうけいれるべき配慮が， r救護法施行令」第13
条には含まれていたとみるととができる。ただ，米代，家賃については，副食費，薪炭費，被服雑貨
と異って市部と郡部の格差が認められていないが，それらは電灯費と同織に「社会的固定費」と考え
られており，もはや乙れ以上は削除しえざるものとみられていたのであるまいか。乙の菓請は，救護
法全体iζ作用するものではなく ，いわば特例とでもいうべきものであったから， うえの含蓄を「救護
法Jそのものの意図とみる乙とはできないが，少なくとも乙の慕諦舎において「救護法jの扶助基準
の性格がかなり浮彫りにされ，かっ「社会的固定費Jである飲食物費乙とに米代については，苛酷さ
の中においてであるが，イ也の費目よりも「比較的」寛容であろうとする生活扶助基準の倫理的系譜を
みる乙とができる。
第3表 世帯人員数別にみた生活扶助基準額
| 実額(鉛 |
1人 12人 13人 14人 15人 16人 1人 12人 13人 14人 15人 16人
主食物資 5.6 11.2 16.8 22.4 28.0 33.6 100 2∞ 300 400 5∞ 600 
市 副食物質 7.0 13.0 19.0 25.0 31.0 37.0 100 186 271 357 443 529 
薪炭 質 4.0 6.0 7.6 8.8 9.6 10.6 100 150 190 220 240 265 
電灯貸 1.5 1.5 1.5 1.9 1.9 1.9 100 1ω 100 127 127 127 
被服雑貨 5.0 10.0 13.0 15.5 18.0 20.0 100 2ω 2印 310 360 400 
住宅資 7.0 7.0 11.0 11.0 16.0 16.0 10C 100 157 157 229 229 
部
メ同、 雪1・ 30.1 48.7 68.9 84.6 104.5 118. ~ lOC 162 2却 281 347 395 
給与融額 |ω01田 0170.01お O1∞01115.01 167 お3
主食物資 5.6 1.2 19.8 22.4 28.0 1∞ 2∞ 初G 4∞! 5∞ 紙)()
郡 副食物資 6.0 11.0 16.0 21.6 26.0 1∞ 184 268 362 必6 520 
薪炭費 3.0 4.5 5.7 6.6 7.2 7.8 1∞ 150 190 220 240 2的
電灯資 1.5 1.5 1.5 1.9 1.9 1.9 1∞ 1∞ 1∞ 127 127 1幻
被級車軽費 4.0 8.0 10.4 12.4 14.4 16.0 1∞ 2∞ 260 310 360 4∞ 
住宅費 5.0 5.0 6.6 6.6 10.0 10.0 1∞ 1ω 132 132 200 200 
部
メE弘ヨ、 計 25.1 41.2 57.0 70.9 87.5 1∞.司 100 1倒 227 282 349 400 
給与限度額じ5.0州日 0170.0 お 011ω 01 160 4∞ 
ζれと同様の乙とは，第3表にしめした位待人員数別にみた生活扶助額の算定基礎についてみられ
る。すなわち，主食物質は世帯人員数の増加がどのような消費単位であっても機械的に一様に増額さ
れており，逓減率の低いものは副食費，被服雑費である。果してどのような逓減割合が妥当であるか
については，家族構成の確定と実際の調査をまたねばならないが，少なくとも主食物資に関しては，
世帯人員数の多いものほど，乙の扶助基準では有利であるととは明らかである。「救護法」がささの
「伯救規則」とはととなり，居宅救護主義を原則とした結果，世帯を単位として扶助をあたえるよう
になったのは公的扶助の著しい進歩ではあったが，最低生活を保障するという意味での扶助基準の適
用の実際においては，地域別，家族人員数別の若干の生計費格差を認め，とれを補正しようとする意
図はみられるものの，いまだかなりの$窓伎を排除する乙とはできなかった。 乙れは，生活扶助限度
額というときの「限度」という「運用上の妙味」に委ねられ，あえて生計費の各費目の内容によって
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規定されないと乙ろの総額でもって示されているところにある仰のであって， i救護法」による扶助
が椛利として請求されうるものではなく ，ナこんなる反射的利誌にすぎないという乙とによって袈づけ
られていたのである。
さて，乙のような「救護法」の制定によって，救護人員はとれまでの約2万人から一躍して約10倍
にひきあげられるととになったが，救護費もまた約10倍となり，競馬法の改正による財源が充当され
るようになったのはよくしられているととである。そして昭和前期における不況j切において，ζのよ
うに膨張した救護水準をほぼ一定に保つためには，拡-助の限度額を厳絡に維持する乙ともさるととな
がら，i本法運用の適否は国民生活及び思想、に露響すると乙ろ少なからぎるのみならず，中央及び地方
の財政にも重大なる関係を及ぼす(JO)Jものとして，適切なる救護行政の猿備が要請されたのである。
昭和14年10月， さきに定められた生活扶助限度額は，第4表にみられるように改訂されたが，1此帯
2匝4表 救護法による改訂生活扶助基準額(昭和14年)
間人員| 東 京 市 1 大 阪
市 |改訂前|改訂後 |倍 率 l改訂前 |改訂後
市
倍率
1人 9.円∞ (3銭0) 12円.∞ (4銭0) 1.33 9.円∞ (30銭) 12.円∞ (4銭0) 1.33 
2人 15.00 (50) 22.80 (76) 1.52 15.00 (50) 22.50 (75) 1.50 
3人 21.∞ (70) 32.40(108) L54 21.00 (70) 31. 50(105) 1. 50 
4人 24.00 (80) 39.60(132) 1.65 25.50 (85) 37.50(125) L44 
5人 27.00 (90) 45.00(150) 1.67 30.∞(100) 40.50(135) 1.35 
6人 30.00(100) 48.ω(162) 1.62 34.50(115) 43.印(145) L26 
7人 3.∞(110) 切.40(1鴎) 1.53 36.00(120) 45.∞(1印) 1. 25 
8人 36.00(120) 52.80(176) 1.47 48.∞(1印}
9人 56.70(189) 
10人 60.00(2∞) 
第5表 救護法による生活扶助限度額と生活実態との比較
生活扶 助限度 額 1 大阪市における実態調査結果
改訂前|改訂後 1 救護法①|母子保護法②|平 均
世待人員 4人の場合 4人の場合 3.41 4.40 3.伺
総 額 25.50* 37.印柿 38.45 40.54 38.19 
飲食物貸 14.22 23.20場料 16.91 19.43 18.39 
住居資 3.30 4.50 8.81 9.43 9.18 
光熱費 3.21 3.卯 2.24 2.55 2.42 
被 nl資 4.65 6.90 0.94 1.47 1.25 
雑 n 5.95 7.66 6.95 
(備考)1. ①②大阪市社会局 「本市に於ける救護法及び母子保護法実施状況報告書」
昭和14年。
人員数の上限が
拡大されるとと
もに，東京市と
大阪市の格差が
大巾に聞くとと
になった(11)。
なお，c.の頃実
施された調査に
よって，生活扶
助限度額と生活
の実態を比較す
れば，第5表の
ようになる。乙
の結果をみれば
飲食物設が大巾
に住居費にまわ
されており， i 
社会的固定費」
とみられている
飲食物費を他の
:l!r自にまわすζ
とによって生活
2. 本1日85銭 糾1日1円25銭のそれぞれ30倍 ***主食12円，副食1円20銭
を維持している
被救護世帯の行動が認められるが，いまだ総額としての生活扶助限度額の生活的内容にまで斬り ζ も
うとする批判的勢力はうまれていなかったのである。
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E 生活困窮者援護要綱の扶助基準
敗戦後の混乱の中で誕生 した「生活困窮者援護要綱'12)Jは， I失業，精神的または身体的欠陥その
他の理由により生活困難なる者」の数を「一応 800万人と推定」 し， これらの世帯にたいする援護は
「標準世帯 (5人家族)に付月額200円を限度とし，世帯人員の多少に応じ増減する」ことを計画し
た。援護費の限度額200円の算定方法は十分明らかではないが，およそつぎのような方法によって求
められたものである。すなわち，日本生活問題研究会が，昭和20年11月末において夫婦と子供3人の
5人批帯(3.8 Quet )が必要とする最低生活費を各家計費目ごとに闇価格と協定価格のそれぞれに
第6表 生活困窮者緊急援護要綱による生活扶助限度額(昭和20年)
1  1人 1 2人 1 3人 :4 人 1 5人|以上1人増す毎の加算分
Pl 円 円 円
11.15 円
円
2.90 5.38 7.62 9.44 0.80 
協定価格 2.18 4.02 5.73 7.08 8.35 0.60 
闇と協定価格の平均値 2.52 4. 70 6.66 8.24 9. 75 O. 70 
給 与 3事 定 額 1. 73 3.22 4.56 5.68 6.67 0.50 
東京の区の存在する地域五大都市 2.37 4.03 4.99 5.96 6.66 O. 70 
人 口 30万以上の都 市 2.19 3. 77 4.64 5.52 6.13 0.61 
人口 15"" 30万の都市 2.02 3.42 4.21 5.08 5.61 0.53 
人 口 5"" 15万の都市 1.84 3.15 3.86 4.64 5.17 0.53 
人 口 5万 以上の都市 1.66 2.80 3.51 4.21 4.64 0.44 
町 L49 2.54 3.15 3. 77 4.21 0.44 
一一一
(備考〕 上の表の中で，コvチで印刷した9.75円の算出基践はつぎのとおりである。
閤価格* 協定価格 平 均 閣価格 協定価格 平 均
飲食物費 152.40 102.90 127.65 会課負担費 27.58 27.58 27.58 
住 居 費 50.00 30.00 40.00 交通通信費 8.10 8.10 8.10 
水道光熱費 25.69 11.72 18. 70 交 際 費 5.15 5.15 5.15 
被服身廻品賞 21.53 21. 53 21. 53 娯 楽 費 2.00 2.ω 2.00 
保健衛生費 15.30 15.30 15.30 4采 険 費 8.00 8.00 8.00 
育児教脊費 8.24 8.24 8.24 その他諸費 10.00 10.00 10.00 
メ口ミ 計 333.99 250.52 292.05 
292.05円...30 = 9.735円台守 9.75円 (1日当り〉
(*閣価格は最近の自由市場価格によるものである。 )
ついて推計した結果，閤価格では 334円，協定価格では250円が得られたので，とれを算術平均して
292円を得，乙れから約5割方割ヲ1いた1日当り 6円67銭を， 5人世帯にたいする援護費給与限度額
としたものである。そして各世帯人員数にたいする逓減率は， 旧来の 「救護法」の実績が準用された
のである。最低生活費の算定にさいして，閤価格と協定価格の平均をとったのは，当時の二重格制の
もとにおいて双方のウエイ トを相半ばするものと認める便宜方法とみられるが，わぎわざ最低生活費
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を月額292円と算出しながら. 5割減の2∞円を給与限度額としたかについては， おそらく一般勤労
者との絡差を配慮したものであろうが，理論的には甚だ便宜的な計数である。しかし，第2次世界大
載中におけるいわゆる総物量方式による最低生活費の研究の成果が，生活扶助基慾算定にとりいれら
れんとする薦芽的な形態をみてとる乙とはできょう。
それはともかくとして，うえのような扶助基準をもった「生活困窮者接謹要綱」は， 連合国最高司
令部の探用すると乙ろとならず. r困窮を防止するに必要な総額の範間内において与えられる救務の
総舶に何等の制限を設けぎること(13)Jなどの理由によって，公的扶助の総似を全国統一的にねり直す
必要にせまられ，約半年の研究の結果.r旧生活保謹法」 を立法公布する ζとができたのである。
N 旧生活保護法の扶助基準
昭和21年10月に箆行された「旧生活保護法」においてもっとも大きな変化は扶助の「限度Jから「
基湘Jへの考え方の推移にある。しかしながら，当初は市長村長なり民生委員なりが f最低生活を個
々人の生活の実態に即して泊絡に認定する乙とができれば，その認定通りに保泌したらよいのであっ
て，何も基準額を定めるような必要は毛頭ないばかりでなく，寧ろとうした基ft/'額を定めないで実施
するととが，生活保護法の趣旨から巾しましでも理主1な姿 14Jであると考えられていたのである。
と乙ろが実際問題として全国的に統一された形において「無差別平等」に生活絞助行政をすすめてゆ
〈ためには. r妥当性」はともかくとして 「客観的」な扶助基準の設定を不可欠のものとするのであ
る。したがって乙のように「客観的」に定められた「革準額を保護の限度と心得て(15)J .実際の扶助
を決定する乙とが要請されたのである。
さて，そ乙で問題となるのは. r客観的」に定められた扶助基準が.i2&法で制定された「最低生活
の保隊Jと「無差別平等の保控」の原則といかにして矛盾な く妥当するかという点である。当時の厚
生が務官であった問問好治氏は，とのような意図にそうと ζろの梅威ある生活の実態調査が，生活扶
助基準設定のための基礎資料としてあたえられていないζとを指摘。匂しながらも，経済安定本部物価
庁の「際準生計費Jを参考・として，作成されたものであるととを明らかにしている。すなわち，第7
表にみられるように，昭和21年11月に制定された生活扶助基準は. r37才の夫.31才の妻.61才以上
の老人. 6-10才の第1子. 3.，5才の第2子，}-.，;3才の第3子Jを含む6人世帯tこついて算定さ
れたものであるが，飲食物質を除いては，いまだ鼠算の域を出ていないζとが読みとれよう。
しかしながら，同年12月に物価庁の「標準生計費」が発表された直後に制定された生活扶助基準の
第4次改訂は，物価庁の「続準生計費Jを基礎として算出されたものだけに， 面白を一新したかの観
がある。
したがって，昭和34年8月における第8次改訂に3?:るまでは.r内容の改訂ではなかった(11)Jとい
われていると乙ろから，第4次改訂において確定された生活扶助基準の算定方法がしばら くの間踏襲
されているのをみる乙とができる。 けれども，それはつねに物価庁の「似常生計四」の算定方式に依
存していたζ とに注意しておかねばなるまい。 「絞埠i生計白」 と生活扶助基惜のどζがちがうかとい
えば.生活扶助基準は「絞格生計世の中から最低生活を維持するために是非必要であると認められる
( 17 ) 
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第7表 l日生活保護法におりる生活鉄助基単額と物価庁の標準生活費
生第活3扶次助改基準訂 物標準生価計庁費 生第活4扶次助改基理訂由桂子陣営明智ヂ(昭21.11) {昭21.12) {昭22.3)
397.22 9日.98 臼3.21 1，432.臼 回9.臼 1，103.52 
141.76 194.45 151.ω 194.45 151. 09 409.02 
お6.05 582.47 お5.96 1，1ω.03 621.伺 6∞.41 
19.41 26.16 26.16 37.42 37.42 74.96 
47.90 10.∞ 91. 72 19.14 19.14 
14.∞ 印.27 23.槌 61. 56 24.31 24.31 
14∞ 42.∞ 19.25 42.∞ 19.25 19.25 
1.∞ 65.28 24.31 67.18 24.90 40.62 
1.∞ 34. 71 16.63 34.27 16.63 33.26 
20.00 57.65 33.23 94.61 48.81 97.70 
20.∞ 28. 73 28.73 38.44 38.44 86.19 
10.∞ 臼.51 20.05 76.96 29.46 47.30 
5.∞ 13.92 7.20 23.印 9.23 21.伺
5.∞ 13.33 5.∞ 19.67 7.38 10.∞ 
1.50 30.04 1. 56 35.04 1.56 4.68 
13.∞ 13.∞ 
35.39 1. 09 38.04 3.70 3. 70 
1.07 1.05 3. 70 3.70 3. 70 
89.∞ 110.∞ 
1，253.12 1，916.03 
233.28 一 199.00 
総 63η I 1，制 40I 962.38 ???????????????????骨十
第8表 生活扶助基単額とC.p. s.との関係
1，329.90 
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?
?
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?
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? ? ?
?
?
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?
1，949* 
2，日7
2，日1
6，印2
6，208 
6.917 
10，914 
12， 723 
14，276 
央6
15.5 
18.2 
24.8 
13.7 
21. 4 
21. 7 
37.8 
35.0 
36.9 
第11次改訂 {~
第12次改訂 {愛
郷倣改訂{芝
6，お4
6，349 
8，059 
8，190 
9， 232 I 8， 631 
9，4伺 I 8， 761 
39.7 
42.3 
33.5 
経費のみを見積って算定jしたもので，もとになる「標準生計費jそのものも， i生活の大部分が間
買によらなければ成立たないような現今の実生活の家計上からみると， 乙れで生活ができ るであろう
かと疑われる程随分と低額に見積られた(18)J ものであったのである匂〉。 それゆえに高まりゆ くイン
フレの波に抗しきれず，矢つぎばゃな扶助基準の改訂にもかかわらず，消費実態調査にたいする生活
扶助基準の割合は第8表にしめしたように，僅かに2割合の水準しか維持するととができなかったの
である。いまと ζで， i標準生計費」ならびに「生活扶助基単額」によって摂取されるであろうと考
( 18 ) 
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えられていた熱品の内訳を示しておくが， それがいかに低劣なものであったかはいうまでもなかろ
う。しかしながら， 主として財政上の制約と政治的な配慮が， 生活保護予算ひいては生活扶助基準額
第9表 標準生計mおよび生活扶助基準
額における1日1人当り娯取熱量
|標準生計費 |生活扶助基準
cal αl 
主食物 1，171 910 
高1 食 物 318 247 
調味料 49 49 
格好品 10 4 
合計 11，均1 問。
を，現実には厚生省と大蔵省の折衝という形において決定す
るのであって，イギリスの国家扶助の場合と同様に，とれが
生活扶助基準の現実的妥当性を形成するのかもしれない。
ちなみに，昭和23年8月の第8次改訂までは， 一般世帯の2
割足らずという低劣な扶助基準であったにもかかわらず，要
保護人員は公体8∞ 万人，民間での推計によれば15ω万人に
達していたといわれ，よるべき生活の手段を夫った人々が，
何とかして生活扶助をうけようとしたため，昭和22年10月に
おける被保護人員は321万人にのぼり，政府が 「濫救」を警
戒しはじめる ζとになるのである。 昭和22年12月から翌23年2月にかけて実飽された第1田敏保護者
全国一斉調査は，まさに乙の「濫救整理Jを意図してお乙なわれたもの(3))であるが，ζの結果約80万
名の被保護者を務理する ζ とによって，はじめて生活扶助基準の第8次改訂が実施される乙とになっ
たととを忘れてはならない。乙の時期を境にして，被保護人民および金額が瞥減しているが，最低生
活費の認定にさいして，その実際を民生委員の手から専門家に委ねた乙と， そして基準額を乙える認
定を排除した乙と(21)の効果があらわれている ζとを認めるととができる。乙れ乙そ財政的E慮でなく
て何であろうか。
V 新生活保護法と扶助基準
生活扶助基準の第8次改訂(昭和23年8月)は，乙れまでの扶助基準のように物価庁の「標準生計
費」の助けを借りなければ独り歩きできないようなものではなく，それ自身での「基底」をもつもの
として特記さるべきものであるといわれている。すなわち，第8次改訂は「先づ生活保護法で許さる
べき最低生活はいかなる内容のものであるべきかを，その物量的方面ーから規定し， 次いでそれに対し
当時の重要物資供給力の関係からくる制約に応ずる調絡を加え，最後に乙れを当時の価絡水準で算定
するという手順を経て決定信>Jされる乙とになったのである。もっとも， 乙のような算定基礎の「主
体性」の確立は，第8次改訂でー距に完成されたものではなく，それまでの経験の蓄積と手なおしが
第8次改訂に至る準備過程iζもみられるし，第8次改訂によって，地域別，世帯人員数別に盤備され
ただけであったのが，第9次改訂において性別，年令別に整備されるとともに，いわゆる第1類(個
人別に算出する ζとを適当とするもの)と第2類(世帯人員数に応じて決定するととを適当とするも
の)の組合せ方式を係用し，第10次改訂においてとれらの仕上げをするという工合に，過渡的なもの
とみる必要もあるが，やはり基準額の算定にそれ自身の基礎をえたという点において，時期を画する
ものとみなければならない。
それでは，生活扶助基準となるべき最低生活費の算定にはいかなる方法が考えられたであろうか。
厚生省保護課長であった小山進次郎氏によれば， i人聞の問要は，その社会的自然的事情ーによって千
( 19 ) 
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差万別であるが， ζれをいくつかのグループに分け，各グJレー デ毎にその標準を算定する乙とによっ
て絞低生活質を決定する乙とが可能(23)Jであると考え，つぎの2つに集約された方法を併用する ζと
がすすめられている。
(1) 飲食物以下各賞自にわたって，物量的に最低必要最を算定し，その消費者価格によって最低生
活費を算出する方法
(2) J'国民の全階屈にわたる生計費調査によって最低生活線を決定し， ζの最低生活線を維持するに
足る集計貨をもって最低生活費とする方法
すなわち，飲食物賀については栄養学の成果を利用する ζ とによって「相当程度の科学的基礎」を
もって最低生活費を裏付ける ζ とは可能であるが，その他の費自については「基準作成者の個人的判
断」をさけるため， f所得の減少にかかわらず，生計支出を減少する乙とのできない点Jを見出し，
ζの点が実際に最低の生活を充足するに足る物置を保障しているか否かを検討するととによって，生
活扶助基準たるべき最低生活費を見出そうというのである。ま ζとにもっともな話であるが，実は生
音十世論上の難聞がすべて乙乙に集約されているのであって，果してそう簡単に「妥当性」がえられる
ものかどうかは，以下の検討にまたなければならない。そのうえ，生活扶助基準の具体的決定には，
つぎの3つの関門がつけ加わるのである。すなわち，(1)物資供給力による制約， (2)閣の不認可，(3)俸
給一般との比較である (24)。
それでは，まず第ーに「相当程度の科学的基礎」をもって算出さるべき飲食物質の基準額はどのよ
うにして求められたのであろうか。乙れについては， 直接~ttlJ額の算定基礎を明らかにしたものがな
い倍、ので，政低飲食費認定の例示とされたものについてみてみるととにしよう。
第10表は，その大すじをとらえたものであるが，仮定された家族構成は f64才男， 33才女， 9才男
第1011 最低飲食貨の認定(第8次改訂)
配 給 飲 食 費 l非配給飲食費1
R 1 合計
主食|副 食 |調味料 |馴品質 |小 計|副食費 1
l然量自 |金額~ 11.à量伊句|熱量ら |金額白 |熱量ら|金額白 |熱量げ句i熱量白戸時11 熱量/日 | 金額/月
t控手持続成
:Z|:!日円「三I
711106 
25~1 叶町lg1 37F て171:dl
男 9 才~ 1，01司 224
女 5才1 7701 170 
男 1才1 5ω1 124 
η1 105 
冗 1105 
71 1 105 1311:li 1，印71，326 7伺
何
回9
496 
931 
邸4
379 
??《?
?
?
。 。
????
一11，お31405 
4 
京調I94211刈 711 5271 391 1251 4 い9 1 1•州 日0:1 294 1 1• 7日I1 1， 350 1 3.4印
(備考)計数を合わすために小数点以下は適宜切上げ又は切捨ててあるととを了承されたい。
1. 主食費算出明細 (例33才女の主食月額274円の算出基礎)
a. 1日1人当り主食配給盈(お5g)x1g当り熱畳(3.5cal) =1. 243cal 
b.主食代替配給割合米O.72 麦0.16甘硲0.10 馬鈴薯0.02
C. 1日当り主食燐入に要する貸用
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ωl主食代替割合 cal 19当熱量
*= 1，243 x O.η= 894.24 . 3.5 
麦 1，243 x 0.16 = 198.72 . 3. 56 
甘 奮 1，243 x 0.10 = 124.20 . 1.22 
馬鈴薯 1，243 x 0.02 = 24.84 +- 0.82 
d. 1カ月当り主食費 9.1伺1(円)x30 (日)= 274. 8!)3(円)
2. ~II 食費
1日1人 1 B 1人 カロリー
当配給量 当m~量 単 価
野 菜 40匁 30臼 l 4.侃5銭
鮮魚介 12匁 25 3.828 
加工水産物 印匁 15 3.4∞ 
缶びん詰 0.5:r.ンド 1 6.日8
計 η 4.948 
3. 潟味料
1日1人 1日取1熱人当 カロリー
当配給鑑 摂髭 単 価
醤 池 2.7合 2四 l 18.67 
味 増 135匁 22 1.573 
泊 目旨 30グラム 9 0.293 
食 盗 2∞ グラム
計 39 2.138 
4. 格好品質 基準額 19.14円(妓取熱盆4cal)
5. 非配給飲食費(例33才女の非配給副食貸91円の算出基礎)
g 19当単価(銭) 所要金額(円)
255.50 x 2.槌=6.7963 
55.82 x 2.伍=1.4848 
101.80 x 0.72 = 0.7おO
初.36 x 0.72 = 0.1466 一一一ー ーー(+合計 9.1伺1
1日1人 5人当世り帯賎1カ
当路入rl 月 入費
1.3袋路 円 2伺.49円
0.9570 143.55 
O.ぬ85 76.27 
0.6却8 97.也
3.5129 526.93 
1カ購月入1人
当 'pl
5人当世り燐裕1カ
月 入賞
11. 20円 76.∞円
10.38 51. 91 
0.79 3.95 
2.64 13.20 
25.01 125.06 
m取可能熱量 1，428cal(31才女のeï~.要求熱量1， 6∞ cal の89.28~彰〉のうちの配給品によって奴取しう る
熱鑑(主食1，242 cal， MI金71日 1，翻味料39calの合計1，お3cal )との差額不足分，75 ca1 U:カロリ一
銭価4.0を乗じた金額 一一一一一一一…一一…ー一一…一一 90.9円
但し，乙のカロリ一銭{d!iはつぎの4品目のカロリ一銭価を単純算術平均したものである。
大根 3.∞ 玉ねぎ 6.32 かぼちゃ 6.40 甘藷 0.30 平均 4.01
6. ζの世議の生活扶助基単額は3，449円で，乙ζで算出された3，469円との差額24円lま，非配給副会費の購入
で， ~基準量を超過した分である。
5才女， 1才男Jの5人世帯おである。そ乙で，いま乙の中の31才女の例をとって， r最低飲食費の
定、定」が，どのような栄益生理学的な合理性によって裏付けられているかをみてみる乙とにしよう。
厚生省栄養研究所が作成した「日本人栄養要求標準J表によれば， 33才女の軽労作における必要カ
ロリー量は16∞ カロリ ーである〈めから.乙の要求を「最も安い食料によって充すための費用」が，最
低飲食物質とみなされるのである。 しかし，敗戦問もない当時のインフレのもとにあって食料事情は
極度に悪く， 岡和22年8月の「国民栄益調査Jの実績によると， 1日1人当りの「娯準要求熱量」が
1906カロリ ーであるのにたいして.1869カロリーしか摂取しておらず，また経済安定本部の「生活物
資需給基本計画jにおいては，わづかにl悌3カロ リーをみたしうるにすぎない。
ζのように国民の生活は苦しみにあえいでいるが， rその大部分が健康に生活しているという事実
から判断して，確かに栄養学的に必要とされるある程度の熱量なり，査白質がみたされている乙とは
(幻 )
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明らか」であるから， r統計上にあらわれた圏内の食料生産額と輸入食料との総和だけでは国民に栄
盤学的な必要量をみたす程度の扶養力がない頃合でも，統計にのらない食料の追加によって，実際上
必要量を充しうる乙とを期待するζとが必'fしも摂拠のない乙とではない」という理由で，r栄養学
的に必要とする熱量は，その範囲 (1803カロリー)まで修正する必要」があるというのである (28)。
さてその修正の方法であるが， 乙の1803カロリ ーというのは年聞を通じての平均供給量であるから，
「主食が2合7勺に増配されない時期では，それだけ配給で摂取する熱量も少ないので，全体の摂取
熱量が減少するという考え」から，経済安定本部の「配給食料1人当り一般配当数量表」にしたがっ
て， 1日当り熱量の上半期平均1349カロリ ーと年間平均1位9カロリーの比率89.28%を， 1803カロリ
ーに掛け合わせて，昭和23年度の上半期に摂取可能な熱量としたものである。したがって，第10表に
しめした31才女に許容された1428カロリー は， 1600カロリーに上の89.28%を乗じて求められたもの
なのである。
ζれが，栄養生理学のうけねばならなかった最初の試練であったが， r食料の質を考え，品目の選
摂をうまく し， また消化吸収の率を高めるような工夫と努力をすれば，主要準量にたいする l割程度の
減率は望しいととではありませんけれども，自に見える程の悪影響を生ぜずにすむJとされたのであ
る。当時の社会的状況からするならば，ま乙とに止むをえない話かもしれないが， r相当程度の科学
的基礎」からするならば，どのようなものであろうか。 しかし，とのような不当な切り下げは，理論
の名を恥づかしめるものとみえ， わづか3カ月後の第9次改訂では直ちにとりさげられ， r日本人の
標準要求熱量Jの99.85%に引上げられたのである。
最低飲食費を配給食料品だけから摂取する場合には，乙れからあとの計算は機械的に進行する。そ
れは第10表備考にしめしたように，配給量をカロリ ーで評価し， 乙れに配給価格を乗じて合計すれば
求めるものを得る乙とができる。第10表で副食，調味料，晴好品費の計算が，世帯単位でお乙なわれ
ているのは便宜的なもので，方法論上の本質的な問題を含むものではない。しかしながら，乙れらの
費目を構成する品目の選択とウエイトがどのように考えられているかは，大いに問題とすべきと ζろ
である。もし，実際に配給されうるすべての食料品が計算の対象とされ，かつ配給価格が与えられる
ならば，問題は配給食料品によって摂取されたカロリーの不足を補うべき非配給食料品，すなわち自
由購入品の種類，数量，価格が，どのような「科学的板拠」で決定されたかという点に移動し，配給
統制が撤廃されてゆくごとに加速度的に霊要度をましてくるのである。 そζで， 最低飲食費の算出に
おけるつぎの問題は，(1)配給飲食費の算出基礎と，(2)自由購入飲食費の算出基礎の検討に移らねばな
らない。
配給される食料品は限定されているとはいえ，その種類は多く，数量もまちまちである。したがっ
て，最低飲食費の算出には典型的な主食なり副食，調味料，噌好品の構成を想定するととが必要とな
る。そとで，一番問題になりやすい副食費をとり，その中の野菜の例でいうならば，野菜の1日1人
当りの配給量は，経済安定本部の配当計画量からとられたものであるが12匁となっている。乙の12匁
から30カロリーが摂取される乙とになっているが，それは一体どのようにして計算されたものであろ
うか。
( 22 ) 
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m-s次改訂当時の算出資料がないので，そのより完成されたものとみられる約5年後の第13次改訂(
昭和28年7月)の資料についてみると，第11表のようになる。
キ+ベツ
自
大
人
玉
甘
.fA 
ζ 
ノ言、
u 
~'J. 
ね
lま
~ 
級
革主
d‘ぜ・
総
ぎ
つ
書官lH喪 生活設助基準の野菜類の単値の算出益礎(第13改訂3
1
1∞匁当価格 |瓦当信絡 |瓦カロリー |ヵロijり胸ウ pjト
6% 1
銭
.812 
ca 
10
銭
.067 1.18 0.06 
7.的1 1.891 0.13 14.546 0.07 
4.565 1.271 0.16 7.ω6 0.168 
8. 721 2.323 0.46 5.飴6 0.07 
7.523 2.540 0.25 10.1印 0.04 
23.186 2.319 1.18 1.965 0.532 
9.449 2.520 0.29 8.690 0.05 
11.786 3.240 0.31 10.452 0.01 
1.∞ 
〈備考)1. グラム当りカロリーは.昭和お年9月日日決定「日本食品f!単成分表」による。
(A)X(B) 
O. 印銭4 
1. 018 
1.277 
0.397 
0.406 
1. 044 
0.435 
0.105 
5.286 
2. ウエイトは.46.8%を東京CPSによる消費実態ICより.nりの53.2%は甘藷による乙ととしている
3. 倍絡は東京CPSの昭和お年10月...27年9月の1カ年平均である。
もちろん昭砲24年4月から麓菜類の銃制が銭廃されているので， 昭和24年5月の第10次改訂からは
同一原理にもとづいて野菜頬最低基準が算出されているものとみられるが，採用された品目はキャベ
ツ以下8品目，ウエイトは約半分を甘諸で，残りの半分を一般の消費実態に比例させている乙とがわ
かる。 r基準額どおりの認定Jがお乙なわれるようになった第9次改訂〈昭和23年11月)以後におい
ては，国民栄主主調査の結果を援用して. r基準熱量」を各食品に割当て，ζれにカロリー単価を働け
て食t~を然出するという原理が磁立される ことになるのであるが，第13次改訂において野菜類に割当
てられた革準熱量お4カロリー(1世平等当り)に衝けられるべき野菜類のカロリ ー単価，すなわち第
11友の5.286銭は，キャベツ以下8品目の野菜と，そのウエイトをおおいかくしてしまう結果になる
のである。それゆえに，消費実態調査にあらわれた平均価絡を録用するζとには異存はないが 29).採
用された品目とウエイトを姶象する乙とには賛成できない。
つまり一言でいえば，生活扶助における野菜の基準孟は，カロリー単価のもっとも安い甘藷ととれ
につぐ大綬によって，野菜からえられると ζろのカロリーの7:tJを補給しなければならないととろに
許容された 「最低生活jとしての意味があるのである。
しかしながら，第8次改訂におけるように配給飲食費に関するかぎりにおいては，まだその作用す
るととろは少ない。けれども第10表の備考5にみられるように，必要な総量を自由購入品によって補
い，しかもそれが大根，玉ねぎ，かぼちゃ，甘まきの四品目にすぎないといときには，品目とその数量
のもつ窓味は，ずっと鉱大された作用力をもつものといわねばならない。そのうえ，購入単価が配給
品よりも安く評価された場合にはなおさらのことである。したがって， たとえば必要熱盆が「相当程
度の科学的綬拠」をもって決定されたとしても，それを具体化する段階に至って. rどのような食品
をどの程度」許容するのが，生活扶助の基準となる「段低生活白」であるかを論証する乙とが必要と
なるのである。
( 23 ) 
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第9次改訂以後，I品目と数量」は， I単価」のかげにかくされて，時たまにしかその全貌をさらさ
ないが，金物量方式の理論的基礎は「品目と数量」にまでさかのぼって提示されなければならないし
いわゆる最低生活費としての姿をあらわすまでに，いかなる種類の「科学的判断」ないしは「政治的
配慮」が関門をなしているかを明らかにしなければならなし、。単価と数量が消費実態に比例して格付
けされるとするならば，その適用の技術的な問題はともあれ，基本的には「いかなる品目」をもって
全生活費をおおうかにかかわる問題である。乙の意味においては「要求熱量」も形をかえた与件にす
ぎない。より根本的には「購入可能な安価な品目倒」 で全生活をおおうように当局者が取捨選択する
乙とが，生活扶助基準の算出基礎であり，これがまた「総物量方式(3lリとよばれるものの本来の性格
なのである。 悶和36年4月から， 扶助基準算定方法の画期的な改訂といわれる「エンゲル方式Jが採
用されたが，乙れとても，飲食物費の算定に 「物量方式」を回避する乙とができず，基本的にはさき
の本来的性格をもっている。しかも「エンゲル方式」は，飲食費から全生活費を推定しようとするも
のであるから，かえって「物量方式」のになっている宿命を拡大生産する性質があるのである(め。
それはともかくとして， I総物量方式Jによる生活扶助基準の算定のうち，飲食物資は栄養生理学
的な成果によってある程度の制約をうけているからよいようなものの，その他の品目に至つては，第
12表にしめしたようにきわめて劣悪なものであった。
そして生活のあらゆる局面において，たとえば燃料が不足する場合には 「暇をみて落葉を拾う」と
か，身の廻りにころがっている木ぎれや雑木を用いるといった生活指導が要請されたのである。
そして「新聞」および「用紙，鉛室長，葉書，切手」を合んでいるがゆえに文化的であり， 1月3団
の入浴， 男月 1回の理髪，月4簡の洗濯石鹸，2組の家庭常備薬，月 1包の脱脂綿」を含んでいるが
第12表 第8~13次改訂における標準額5人世帯の生活扶助基準額算定基礎
||;8TA11i;107 |;口)lJ;九日清志円)
cal cal 
(1)飲主食物費食 1，505 1，535 6，144.00 
1，095 1，126 2，901. 83 
646 1.929 1，879.07 
人 人 480 1. 433 1，031. 76 
410 一 355 2，936.02 
日 41 0.0512 日 71 6.404 684.03 
当 271 0.0465 当 284 5.286 2，251. 99 
94 0.1689 り 54 278.95 
(45 g) 2.290 15.46 
54 3.253 269.49 
4 0.0319 0.234匁 27.60 
(2)家杓具什器費 27.88 
3.10 4.00 0.028 30.00 0.84 
飯 茶(ノj子腕 0.I71x9丹 0.171 x 5 -4.2 16.00 0.I71x5+4.2 25.00 5.09 
皿庖 、皿丁) O.ωx9.6 O.ωx5+4.2 13.20 。ωOx5+4.2 20.00 4.07 
0.006 60.00 0.006 90.00 0.006 120.00 O. 72 
鍋 0.041 100.00 0.041 100.00 0.041 230.00 9.20 
電湯 沸球 0.007 0.007 106.∞ 0.007 260.00 1. 82 
0年.2ケ 15.00 2.50 
バケツ 0.028 50.20 0.028 101. 90 028 130.00 3.64 
ω水道料l 定額制| 1 定額制 | 78.00 
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縫糸 11人3.5匁/年
補修布 11人0.4Y/年
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(6)保健衛生s
0.46 
57.88 
10.20 
30. 70 
1人 10匁/年
1人0.4Y/年
1人 1本/年一i大人民
人 1 1/ 女
-J男児
足1女 児
I I乳児靴下
年 l
108.9611世稽1本/年
(69お57.日
48.布
44.75 
(7)縫費
新聞代
用紙代
鉛筆代
通信 n1切手はtJsき
そ の他
除飲鍋費制覇
針{割|
??????????
?
?
??
??
?
??
?
??
?。
?
?
，
?
1人2足/年
世帯30本/年
40W定額
1世帯2ケ/月
1人1着/年
1人 1枚/年
1. 950 11人10匁/年
124.32 11人0.8Y/年
18.80 11人 1本/年
114.10 
57.50 
48.75 11人 1足/年
44.75 
19.76 
1世帯1本/年
1人 2足/年
187.∞ 
i69お57.印
48.75 
44.75 
12.∞ I~世帯初本/年
23.∞1 40W定額
2.1011世帯2ケ/月
I大人 10.∞
1人 2回/月li中人 8.∞ 
Il小人 5.∞ 
男のみ1回/月IJ大人 30.∞
1子供 20.∞
11人 10ケ/年I 9.50 
11人 3袋/年I 5.40 
1人 2本/年I 3.∞ 
1世帯2組/年I 19.33 
1包 /月I 24.10 
~_j 
1 
n∞∞ 240.240.
4∞.00 
4∞. !ω∞ 却.
80.
120.∞ 
120.∞ 
3.∞0 
130.00 
70.00 
i 7000 12.
120.∞ 
150.∞ 
150.∞ 
146. 70 
174.20 
2.∞ 
Ir大人12.∞
1人 3回/月Il中人10.00
l小人 6.∞
f大人印.∞
l子供40.∞
1世帯4ケ/月I 20.∞ 
1人 3袋/年I 15.00 
1人 2本/年I 15.∞ 
1世帯2組/年I 240.ω 
1包 /月|印.ω
日 001 2人分 |
1 1 
1 
220.∞ 
1.∞ 
10.∞ 
10.∞ 
5.∞ 
(備考)1. ~事 8 次改訂の単価は， 金額と数量から逆算したものである乙とに注Zまされたい。
2. 第13次改訂における飲食費単価の算出基礎はつぎのとおりである(上表のコ・チの部分)。
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301. 84 
246.22 
61.67 
38.33 
22.91 
43.32 
29.16 
50.83 
55.62 
15.∞ 
40.∞ 
0.62 
583.82 
π8.57 
146.70 
174.20 
433.12 
540.37 
4.00 
436. 75 
138.0。
1∞. 
80.∞ 
11. 25 
7.25 
40.∞ 
的.∞
272.82 
220.∞ 
2.日
1.66 
8.33 
3.33 
5.ω 
40.33 
100.00 
1，801.11 
1，935.86 
7，945.51 
8，080.26 
8，0∞.ω 
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瓦当(銭単)価 瓦カロリー カロリー ウエイト 平均単価 合計(銭)単 価
聖堂{費支 6.剖 3.40 1. 98251 0.8282 1.92ω。5.80 3.46 1.67臼O 0.1718 0.28799 
非主配食給 { 精小麦麦粉 5.147 3.49 1.47478 0.5452 1.4おO4.747 3.43 1.3田09 0.4548 0.62卯
7.246 1.22 5.939 0.177 1. 051 
魚介類 いさぱカ〉 9.921 1.08 9.186 0.195 1. 791 6.伺45.546 0.79 7.020 0.4日 3.おO
にしん 2.667 1. 41 1.891 0.165 0.312 
5.989 0.36 1.使)6 17.97 
6.123 1.55 3.95。 59.94 2.3696 3.25泊14.693 3.95 3.712 2.90 0.0108 
24.194 9.00 2.槌8 19.19 0.5158 
価格は東京CPSの昭和26年10月__27&手9月の資料により， カロリーは「日本線準食品成分表J.ウ
エイ トと品目の選定iま，東京CPS資料を参考にして決定された。なお，野菜類の単価5.286銭につい
ては，第11表参照。参考までにのべておくと，年令，性別の飲食費は， 乙の標準世帯の飲食費合計を
基準熱量1:比例させて計算されている。
3. 被服費，燃料，電灯料，家庭菜，それに別枠とされている住宅，教育扶助についての， とれ以上の算
出基礎については，あまり領維になるので省略する。
ゆえに健康的な最低生活であると強弁されたが，果して「いもを食う」乙とによってやっと要求熱量
の最低限をみたしうる生活が. I人間Jとしての最低のものであったろうか。被保護世帯の実態調査
からみたあらゆる批判が，生活扶助基準に集中している ζ とはいうまでもない倒。基準と実態との布
離は，飲食物費以外にとくに甚しく，栄養生理学の支援によって，劣悪ななかにおいても比較的に「
甘く」見積られた飲食物質をけづって. I辛く」見積られた 「その他」の費用にまわしている生活保
護世帯の実態が，生活扶助基準の「合理性」そのものに疑惑の目を向けさせる乙とになるのである。
しかしながら，一般世帯との比較において，生活扶助基準はつねにその5剖を目標としたにもかかわ
らず，現実にはやっと4;!ilJの生活保障しか実現しえなかったと ζろに，むしろ生活扶助基準にたいす
る現実的要求が働いているのをみる乙とができる。
そとで，扶助基準はもっぱら「基準算定方式に内在する矛盾JIL視点を集中し，算定方式そのもの
の基礎をゆるがされるに至った第17次改訂までは，主として基準内容の充実と，つぎのような技術的
問題の解決にのぞんだのである。
(1) 飲食物費の算定基礎について
a. 購入熱量と炭取熱量との関係(第8次改訂以後金品の廃棄率は認められておらず，第17次改訂
においてもやっとその3分のlが認められたにすぎない。)
b. 労作と栄養要求量との関係(とくに主婦iζは軽作業者の熱量しか認められていないが，実情と
あわないζとが指摘されている。〉
C. カロリー単価の算定(単価算定のさいの品目数と季節的配慮が要求されている。)
(2) 飲食物費以外について，その基準額の不当に低劣なζ と(それを改善するための合理的基礎が
要求されている。)
(3) 生活様式および物価の相選に伴う地域差の合理的基礎について
( 26 ) 
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うえの第lの問題と第2の問題は，すでに指嫡してきたように「総物量方式」を採用するかぎり，
つねκ生活の実態の側からの痛烈な批判をさけえないものであって.問題をっきつめると，その「算
定方式に内在する矛盾の解決Jによっては清ー算しきれない固有の問題をもっている。第17次改訂にお
ける 「エンゲJレ方式」の採用は，その一応の解決の仕方ではあったが，そ乙lζ至るまでにどのような
経過をたどり，どうしてそ乙iζ落ちついたかを検討する乙とは，乙のJ命文lζつづく課題である。
また昭和26年5月の第11次改訂において， 現在のJ也減JF:区分の原型が出現しているが， i国民生活
実態調査」 によっている と はいえ， 第 8 次改訂当時の「大都市10'，~IJ ， Ij 1小都il18割5分，町村 7割問
」という議然的な官十数が根拠とされており，世帯手人員数，世都機成，それに各穫加算におけるt事態5
人世搭の生活扶助基準.額の具体的演算方法をつらぬく統一原理の発見は，いまだ十分なものとはいえ
ない。むしろ， i算定方式iζ内在する矛盾Jの研究は， ζのような演算方法の整備にあるのであって
たとえば，第8次改訂当時， 5人世議の扶助基準額が41(ゆ円，1人当り820円であるのにたいして，
62才の老婆の1人容しは720円しか認められないといった「保護の平等性」の原則に紙触する事実の
解消のために捧げられねばならない。
しかしながら，いまは予定の紙数も尽き果てているので， i総物E方式」そのものの矛盾の展開と
「基単額の演算」方式に内在する矛盾の展開の過程をたどる乙とは，つぎの機会にゆづるととにしよ
つ。
【女献および註】
(1) 明治7年12月8日大政官逮第162号 f倒救規員IJ
(2) 明治 4 年6月大政官途の 「棄児~育米給与方J (明治6年4月大政官布告第135号「棄児護育米給与満13才
を限りとするの件Jで改正)においても，13才以下の凝児にたいしては，年額米7斗が給与の基畿とされて
いたから，扶助の年令別格差は13才を目安においていたものとみられる。
(3) 仙救規則による級i習の扶助額は，1年につき米1石8斗を現金に換算した額であるから， 1自になおすと約
5合となり，明治30年どろの下米相場をかりに1升10銭とすると (明治30年における正米相場は1円70主主で
あった)， 1日5主主となり，当時の貧困層の生計内容が米代1:偏重していたとはいえ， 当時のいろいろな生
計資料とつきあわせてみると，やっと生存が維持できる程度のものである乙とがわかる。
(4) 戸令ICよれば，61才以上で婆のないもの， 50才以上で夫のないもの. 16才以下で父のないもの.61才以上で
子のないもの.M貨のないもの， 66才以上の者， 廃疾の者などで自存する ζとのできないものについては近
綬のない場合は，その村で保護すべきであると規定されている。 そして徳川時代における町会所の救済規定
にも，戸令の主旨がうけつがれており，救助の程度，方法などについては，それぞれの場合，家族数，性別
などにより官手術1に焼定され，戸令よりはるかに厳格になっていたといわれている。 したがって，かかる公的
扶助の機能を代償するものと して，いわゆる五人組制度があったのである。
(5) 明治30年1月7日県甲第211号「他救規則適用IC関する通牒J
(6) 明治41年5月地甲第33号「地方局長通牒J通擦の全文Iまつぎのとおりである。
「済貧也教は隣保相訣の請誼lζより互に協救せしめ，国隊救助の濫救矯正方の件
ii'¥'食組救は際保相扶の情誼fζ依るを本体として実際態差値無告の軍事民ある場合Iζ於ては受Iζ始めて国庫貨を
( 27 ) 
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以て救助し得べきは他救規則の明定する所1<:有之(中略) 市町村内或は隣保の情誼lとより互に協救するもの
の如きは別段宮の給与を請はざる ζとを本旨とすべき乙とを明にせり。惰って当局者に於ては常;に此趣旨を
失はざる様可取扱筈に候処，38年来に於ける国庫救助費lζ付各府県の支出額を見るに少きは数百円に止るも
のあるも，其の多きは数千円以上のもの有之侯， 而して此の如く苔しき懸隔あるは敢て人口の多寡，資力の
程度，土地の状況などによるものとは認め難く， 翠境するに単に従来の仕来りに任せ別に遺憾の次第に有，
深く審査を加へざると旦は地方憐佑の情誼に厚簿あるの致す処と被存侯， 斯くては制度の趣旨に照らし遺憾
の次第に有之候問，深く御注意の上隣保相扶の実を挙ぐるに努められ度， 又此情誼を敷桁し地方団体をして
自らその負担1<:当らしめるは固より可然筋に付，市町村先づ之が救助をなし， 之が資力なき場合に於ては始
めて府県に及ぼすが如きは他救規則の精神に適するものと被存候。」
明治30年における地方別価救状況をみると，最低は宮城県の5人85円， 最高は広島県の2，876人， 27，773 
円である。 そして5，000円以上の救助費を支出している府県は，愛知，岐阜，福井，石川，山形，青森，和
歌山，兵庫，岡山，広島，山口の11県であった。また，内務本庁の出す救助費は， 総額からみれば甚だ僅少
なものであった(第15"，17回，日本帝国統計年鑑による)。
内務本庁救助費 地方救助費 市救助費 町村救助費
明治29年 6，307円 99，臼8円 19， 786円 40，086円
" 30年 7，010円 70，604円 35，185円 39，956円
。31年 5， 785円 130，槌9円 44，814円 76，417円
(7) 掘回縫男 :i救護事業J，社会事業叢書第3巻，常磐書房， p.64"，66 (昭和15年)
(8) 昭和6年9月25日，社第1973号， 内務大臣宛，知事， i救護法施行令による救護費増額並決定額認定認可菓
請の件j
(9) 昭和6年12月22日，社第2501号，各市町村長宛，大阪府学務課長通牒， i救護法施行に関する依命通牒J1ζ 
第3表の数字をかかけ，備考として 「本表給与限度額以上の収入あるものは救護を受け得ず，その収入以下
の収入あるものに対してはその不足額を，収入なき者は限度額を限りとして給与さるべきものとすJとあり
限度額全体についての指示はあるが，住宅資とくに家賃を例外として各生計費目については何ら指示されて
いない。また「居宅救護の場合に於ける生活扶助額は所調被救護者の生活に必要なる限度(衣食住の費用は
勿論尋常小学校児童就学のために要する教科書及文房具の類を含む) と認むべきものJとされている。
側同上，大阪府労務課長通牒
帥 何故乙のような形のものが生れたか，資料がないので判然としないが， もし何らかの資料があればど教示を
乞いたい。
同昭和20年12月31日，連合国最高司令部へ提出， i救済福祉に関する件」
帥昭和21年2月27日，連合国最高司令部SCAPIN755i覚書J
(14) 岡田好治: i生活保護百間百答」第一穏，日本社会事業協会，P .101"，102 (昭和22年)
師岡田好治:前掲書， p.102 
(I6? 岡田好治 :前掲蓄，p.I03"，，106 
間厚生省社会局保護課編: i基準額の内容とその運用」生活保護百問百答，第二輯，日本社会事業協会， p.25， 
(昭和23年)
ω とのような標準生計費は， iインフレ防止の国家的見地から， 国民の消費経済を耐芝生活によって乙の程度
!と切下げるよう努力すると同時に， 一面にはこの標準生計貨の枠内で生活ができるよう物価対策をも併せて
( 28 ) 
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考えてゆ乙う」と して設計されたものであるが，
の的となっていたものである。
生活の実情を全く反映しない劣悪なものとして，当時非難
岡田好治 :前掲番， p. 105"，106 
小山進次郎 「生活保後法の解釈とi霊用J. 日本社会事業協会，改訂再版， p.33 (昭和26年)
第7次改訂までは，つぎのように2基準額の5o'1J増まで手つづきはいらなかったが， ~ 8次改訂以後. 1Ji準額
を乙える認定には，厚生大臣の認可手続を必要とするようになった。 したがって第7次改訂当時までは，
いまだ「運用の妙」の発俸される余地がの乙されていたという ζとができる。
第7次改訂当時
基準額 15∞円
I，. ......_一一~I
市町村長限り決定
(手続きはいらない)
2250円 3∞0円
ド一一:=;1
5都道府県知事 103(削円以上K認定す
魯j限り決定(知魯jる場合ICは厚生大臣
増事の認可を要増の認可を要する。
する)
基準額 4100円
k::--ー 」一一~I 4100円を超える場合は厚生
市町村長限?決定 大臣の認可手続を要する。
(手続きはいりない)
第 9次改訂
小山進次郎 i生活保護法の解釈と運用J• 日本社会事業協会， P.22 (昭和25年)
[以下，とくに乙とわらないかぎりは，との初版の頁数をしめす。〕
小山進次郎 :前掲ru=， P .119 
前掲， 「益準額の内容とその逮用J.P.24 
第8次改訂においては，いまだ「基準額どおりの認定Jという乙とは考えられておらず，個与の具体的事例
についてそれぞれ最低生活費を夜、定すべきであるという立場がとられていた (前錫 「基準額の内容とその運
用J.P .157)。しかし，このような方法は甚だ複雑かっ煩演で実務IL適せず，かっ専門的理解を必要とす
るので，尖際上は「基準額どおりの認定」というととが，直ちに目程にのぼるようになったのである。
との世帯構成は，昭和22年10月"，23年2月に実施された被保護世帯全国一斉調査の結果からみて， もっとも
代表的とみられるものがとられたのである。
もちろん， ζの栄養要求標準は，昭和23年当時のものである。
「基準額の内容とその速用J.前掲W:. P.42. 55 
消費実態からみると，一般世帯からみて保護世帯の購入単価は明らかK低い水準にあるが，基本的な食料品
については.そう大巾な差のないζとが予想される。 乙の点については現在若干の調査を実施中である。し
かし総物量方式によって段低生活費の測定をおζなうさい， 価絡と物置の相互依存関係、をたちきるためには
物t誌をそれ自体として独立させることが，理論的に一貫性をもたしうる途だと考・えられる。
小山進次郎 :前掲容，p.123 
ロウントリ ー方式ともマーケッ トバスケット方式とも，また理論生計費方式ともいわれている。
第17次改訂についての鮮細な検討は，奥村教授のつぎの論文を星雲照されたい。 rエンゲル方式の問題J，近
藤文二時士還暦記念稔文集， f生活保障の経済理論」所収，日本評論新社， P. 83-.-105 (昭和38年)
たとえば，東京都民生局の「都内被保護世帯生活実態調査報告」は，毎年「適正な扶助基準の確立J， 
「生活実態への接近Jを生活保護行政上の基本問題として指鏑している。
小山進次郎 :前喝容.P.124 
「基準額の内容とその迎用J.前掲害， p.1回"，184
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